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❶企業経営と生命保険に関する調査（エフピー教育出版オリジナル調査）
～令和7年 企業経営と生命保険に関する調査（エフピー教育出版）～ 

「企業経営と生命保険に関する調査」（3年ごとに実施）の令和7年版の結果がまとまりました。
本調査は、経営者の保障や経営上の課題などについて、500名の中小企業経営者に訊ねたアンケート調
査で、経営者の収入や生命保険加入状況、退職金の準備状況、経営上の悩みや事業承継問題など、会社
を守り発展させるために奮闘する経営者の本音に迫る調査です。
ここでは、法人へのアプローチによく用いられる「役員退職慰労金」と「事業承継」、そして今回新た
に追加された「従業員に対する福利厚生制度」に関するデータをご紹介します。

テーマ1：役員退職慰労金

経営者の老後生活への不安の有無 138pChapter8-21A

経営者の4割近くが老後生活に「不安はない」と回答していますが、およそ6割の方は老後生活の見通
しが定まらないようです。

社長の退職慰労金予定額

そこで頼りになるのが役員退職慰労金です。社長の退職慰労金予定額は平均5,034万円となっていて、
事前の資金準備をしていないと、社長の勇退時に十分な退職金を支払うことができないなんてことが起
きてしまうかもしれません。
では、退職慰労金・弔慰金の準備方法はどうなっているかというと、「生命保険・年金保険」が55.0％
あるものの、「通常事業資金」が67.5％と最も多くなっています。退職慰労金のためにおよそ5,000万
円もの金額を通常事業資金から捻出すれば事業活動に支障をきたすおそれがありますし、金融機関など
から借入をすれば後継者のスタートに借入金が残ることになります。

139pChapter8-25

役員退職慰労金・弔慰金等の準備方法
141pChapter8-35

テーマ2：事業承継

事業承継における問題点
144pChapter8-42

経営者の平均年齢は60歳を超え、事業承継は喫
緊の課題です（Chapter8-1/132p）。大切な会
社の経営を後継者へバトンタッチしていく事業
承継は、早期に取り組むことが大切です。
事業承継の問題点で最も多いのが「相続税の支
払い」です。相続税支払資金の捻出方法で最も
多いのが「預貯金の取り崩し」(32.6％ )、次い
で「生命保険・共済」(20.8％)となっています。
万一の事態による事業承継では、保有資産の多
くを自社株や不動産といった現金に換えにくい
資産が占めていることが多く、相続税を後継者
が支払うための資金を準備できているかが大き
な課題となります。

中小企業では、大企業に比べ福利厚生制度の導入や充実が難しい状況ではありますが、優秀な人材の確
保・定着のためには福利厚生制度の導入・充実が大切です。その効果として、「従業員の定着率がアッ
プした」が33.6％、「社内の雰囲気がよくなった」が27.0％となっています。

テーマ3：従業員に対する福利厚生制度 152pChapter8-71,72

福利厚生制度を実施する目的 福利厚生制度の実施による効果

事業承継した場合の相続税支払資金の捻出方法 145pChapter8-43
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実収入 636,155（うち勤め先収入 581,108）

黒字 実支出 438,723

収入

支出

税金･社会保険料など
113,586可処分所得（手取り収入） 522,569

197,432 消費支出（生活費） 325,137
非消費支出
113,586

預貯金・保険・
有価証券の増加
（金融資産純増）
195,923

ローン返済など 1,510

食料
87,954

19,055

22,756

保健医療 13,814

交通・通信
50,028

教養娯楽
31,644

その他の
消費支出
56,685

住居

光熱・水道

家具・家事用品 13,161

教育

被服および履物 11,585

18,456

No.070001

単 円

注
調 総務省「2024年 家計調査 家計収支編（詳細結果表）」
「勤労者世帯」とは、世帯主が会社、官公庁、学校、工場、商店などに勤めている世帯をいう。ただし、世帯主が社長、取締役、理事など会社団体の役員である世帯は除く。

勤労者世帯の平均像は、1か月あたり可処分所得（手取り収入）が522,569円、消費支出（生活費）が325,137円で、197,432円の黒字となっている。なお、黒字の9割以
上（195,923円）は金融資産純増である。

調査時期：2024年

一世帯あたり1か月間の家計収支（二人以上の世帯のうち勤労者世帯)1

実収入 712,784（うち世帯主収入 69.6％、世帯主の配偶者の収入 25.3％、その他 5.1％）

黒字 実支出 471,065

収入

支出

税金･社会保険料など
128,433可処分所得（手取り収入）584,350

241,719 消費支出（生活費）342,632
非消費支出
128,433

No.070002

単 円

注

調 総務省「2024年 家計調査 家計収支編（詳細結果表）」

夫婦共働き世帯の「核家族世帯」は、夫婦のみまたは夫婦と未婚の子どもから成り、夫婦の一方が世帯主でその配偶者も働いており、夫婦以外に有業者がいない世帯
のこと。

夫婦共働き世帯のうち核家族世帯の1か月あたりの家計収支は、可処分所得（手取り収入）が584,350円、消費支出（生活費）が342,632円で、241,719円の黒字となって
いる。

調査時期：2024年

夫婦共働き世帯のうち核家族世帯の1か月間の家計収支（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）2
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■生活保護世帯の状況･･･････････････････････････････24

1

2

3

4

5

6

Life plan data book

家計・暮らし

11Chapter 1

C
hapter

1
家
計
・
暮
ら
し

家計の実態
Chapter

1
1



（参考）令和6年の
平均婚姻発生間隔

65秒に1組

586,481

平成27年

525,507

6

28

29

5

504,930

474,741

485,092

30

635,225

令和元

2

620,707

606,952

0 550,000 650,000450,000 500,000

599,007

600,000

3 501,138

4

No.070336

単 件

調 厚生労働省「人口動態統計」

婚姻件数1-A

24.7
25.5

29.7

26.3

27.0

28.2

31.1

28.5

昭和50年60 平成7 12 17

27.0

28.8
28.0

29.8

22
24

26

27

28

29

30

32

25

31

28.8

30.5

27 63

29.4

31.1

29.4

31.0

4

29.7

31.1

妻

夫 29.8

31.1

29.5

31.0

令和2 5

No.070337

単 歳

調 厚生労働省「人口動態統計」
注 各年に結婚生活に入り届け出たものについての数値。

近年の平均初婚年齢は、夫も妻も横ばいの状態が続いている。

平均初婚年齢1-B

婚姻件数と平均初婚年齢の推移1

結納・婚約～新婚旅行までにかかった費用の平均額

454.3万円
項
目
別
平
均
額

婚約指輪 39.0万円

両家の顔合わせの費用 8.3万円

結納式の費用 43.9万円

結婚指輪（2人分） 29.7万円

新婚旅行 61.6万円

総額

343.9万円挙式、披露宴等の総額

8.1万円新婚旅行土産

実
施
・
購
入
者
の
平
均

結納金

95.2万円
結納返し
●現金

45.2万円
●品物

23.5万円
ご祝儀総額

205.6万円

No.070338調「ゼクシィ結婚トレンド調査2024」調べ
注 各項目に費用が発生した人の平均金額であり、各項目の平均金額の合計は、総額とは一致しない。

結納・婚約から新婚旅行までにかかった費用454.3万円のうち、最も費用がかかるのは挙式、披露宴等の343.9万円となっている。

調査時期：2024年　　関連データ： 8

結婚費用の平均額2

北海道 青森・秋田
・岩手

宮城・
山形

全国
（推計値）

福島 茨城・栃木
・群馬

首都圏 静岡 東海 関西富山・石川
・福井

長野・
山梨

新潟 中国 四国 九州

316.7

429.5435.2

369.8

454.3
432.9

492.1

399.9
432.0 426.2

442.8
471.4

453.0

404.4 401.4

455.5

0

250

300

350

500

400

450

No.070339調「ゼクシィ結婚トレンド調査2024」調べ
注「東海」：愛知・岐阜・三重、「関西」：大阪・兵庫・京都・奈良・滋賀・和歌山、「中国」：岡山・広島・山口・鳥取・島根。

単 万円

結納・婚約から新婚旅行までにかかった費用は地域により差があるが、最も少ない北海道でも300万円以上となっている。

調査時期：2024年　　関連データ： 8

結納・婚約〜新婚旅行までにかかった費用の総額（地域別）3

26 Chapter 2

結婚の費用
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教 育
0 20 40 60 80 100

その他・
特にない

7.3 4.4 2.6 67.8

67.35.57.8

6.8 3.3

全　体

父　親

母　親 4.3

7.1 10.9

8.3 10.3

6.0 11.568.3

高校卒業 専門学校卒業 短大卒業 大学卒業 大学院卒業

1.01.0

No.070277

単 ％

調 エフピー教育出版「令和6年 サラリーマン世帯生活意識調査」

およそ４人に３人の親が子どもに「大学卒業」または「大学院卒業」を望んでいる。また、その割合は、母親より父親のほうが高くなっている。

調査時期：令和6年 エフピー教育出版調査 要申請

⼦どもに望む最終学歴1

学費 学習塾・
家庭教師
の費用

習い事・
お稽古事
の費用

学校の
部活動
費用

衣料費・
日用品

特に感じて
いない

食費 その他

47.8

30.0

21.8

8.6

21.0
23.5

34.2

24.4

0

10

20

30

50

40

No.170010

単 ％

調 エフピー教育出版「令和6年 サラリーマン世帯生活意識調査」

注 ① 複数回答。
② 「その他」は、受験費用、レジャー・旅行費用、お小遣いなど。

約5割の人が「学費」、3割の人が「学習塾・家庭教師の費用」など教育関連費用の
負担が大きいと考えている。

調査時期：令和6年 エフピー教育出版調査 要申請

⼦育てで負担が⼤きい⽀出2

500～1,000
万円未満
27.9

1,500～2,000
万円未満
16.9

2,000
万円以上
18.3

1,000～1,500
万円未満
25.4

500万円未満

11.6

No.070291

単 ％

調 エフピー教育出版「令和6年 サラリーマン世帯生活意識調査」

子ども１人に必要と思われる教育資金は、「500〜1,000万円未満」と「1,000〜
1,500万円未満」で5割強を占めている。

⼦ども1⼈に必要と思われる教育資金3

調査時期：令和6年 エフピー教育出版調査 要申請
全　体3-A

50～59　

60～65　

40～49　

30～39　

20～29歳

世帯主計 28.8 27.5 13.3 16.813.7

500万円
未満

500～1,000
万円未満

1,000～1,500
万円未満

2,000
万円以上

1,500～2,000
万円未満

0 20 40 60 80 100

29.9 26.9 10.4 17.914.9

24.1 31.9 15.6 15.612.8

32.7 21.2 15.9 19.510.6

31.1 30.2 10.4 17.011.3

25.026.8 10.7 12.525.0

No.070292 単 ％

調 エフピー教育出版「令和6年 サラリーマン世帯生活意識調査」

調査時期：令和6年 エフピー教育出版調査 要申請
世帯主年齢階級別3-B
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0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

昭和45年
（1970年）

55
（1980）

平成2
（1990）

12
（2000）

22
（2010）

令和2
（2020）

12
（2030）

22
（2040）

32
（2050）

42
（2060）

52
（2070）

昭和55（1980）年　人口1億1,706万人
65歳以上人口割合　9.1％

平成22（2010）年　人口1億2,806万人
65歳以上人口割合　23.0％ 令和2（2020）年　人口1億2,615万人

65歳以上人口割合　28.7％

15歳未満人口

昭和45（1970）年　人口1億467万人
65歳以上人口割合　7.1％

昭和55（1980）年　人口1億1,706万人
65歳以上人口割合　9.1％

令和42（2060）年　人口9,615万人
65歳以上人口割合　37.9％

No.070408

単 万人

調 令和2年までは総務省「国勢調査」、令和12年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」をもとにエフピー教育出版作成

注 ①各年10月1日現在。推計値は出生中位（死亡中位）推計。
②令和2年までの「65歳以上人口割合」の値は、総人口（年齢不詳を除く）に対する、65歳以上人口の割合。
③「実績値」と「推計値」はそれぞれ別調査であり、両者に連続性はない。

日本の総人口は、平成22（2010）年の1億2,806万人をピークに減少が始まっており、令和2（2020）年は1億2,615万人（約191万人減）である。総人口に占める65歳以
上人口は28.7％（3.5人に1人）で、令和42（2060）年には、37.9％（2.6人に1人）になると推計されている。

関連データ： 8

人口の年齢3区分構成割合の推移と将来推計1

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
65歳以上人口
15～64歳人口
1人の65歳以上を何人で
支えるか（右目盛）

1,065
1,489

2,201
2,9252,925
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7,884

8,590 8,622
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6,213
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昭和55年
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平成2
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12
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42
（2060）
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（2070）

3,644 3,367

5,078
4,535

1.4 1.4

No.094047

単 人単 万人

注

調 令和2年までは総務省｢国勢調査」、令和12年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」をもとに作成

①「1人の65歳以上を何人で支えるか」は、15～64歳人口を65歳以上人口で除した値（老年人口指数）。
②令和12年以降は、出生中位（死亡中位）推計。

昭和55（1980）年には1人の65歳以上に対し生産年齢人口（15〜64歳）は7.4人であったが、令和2（2020）年には2.1人にまで低下した。今後もさらに減少が見込まれ
ており、令和52（2070）年には1.4人と推計されている。

65歳以上人口と生産年齢人口の比率の推移と将来推計2
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健康意識1

健康と
思っている人

86.1%

86.2%

令和元年

令和4年 18.022.0 11.046.2

よい まあよい ふつう あまりよくない よくない 不詳

1.21.7

18.521.1 10.946.5

1.21.7

0 20 40 60 80 100

No.070122

単 ％

注
調 厚生労働省「国民生活基礎調査」
6歳以上の人（入院者を除く）の健康意識。

令和4年の調査では、自分を健康と思っている（「よい」「まあよい」「ふつう」の合計）人が全体の8割以上を占め、「よくない」「あまりよくない」を大きく上回っている。

全　体1-A

男性

女性

23.4

18.020.7 46.8 11.7

17.9 45.5 10.2

1.2

よい まあよい ふつう あまりよくない よくない 不詳

1.7

1.31.6

0 20 40 60 80 100

健康と
思っている人

86.9%

85.5%

No.070111

単 ％

調 厚生労働省「令和4年  国民生活基礎調査」
注 6歳以上の人（入院者を除く）の健康意識。

健康意識を男女別にみると、自分を健康と思っている（「よい」「まあよい」「ふつう」の合計）人の割合は、男性が女性をやや上回っている。

調査時期：令和4年

男女別1-B

病気・けがの人（有訴者）の状況2

有訴者
約3.6人
に1人
（人口千対276.5）

No.070124

調 厚生労働省「2022（令和4）年  国民生活基
礎調査の概況」をもとに作成

注「有訴者」とは、病気やけがなどで自覚症状
のある人（入院者を除く）。

有訴者数は人口千人あたり276.5人。約3.6人に1
人の割合で病気やけがなどで自覚症状がある。

調査時期：令和4年

全　体2-A

総  数
   20～29歳
30～39
40～49
50～59
60～69
70～79
80歳以上
65歳以上
（再掲）

男　性 女　性

3.3人に1人 304.2（人口千対）
5.4人に1人 186.1
4.3人に1人 230.4
3.9人に1人 257.3
3.2人に1人 309.6
2.9人に1人 341.9

2.4人に1人 425.5
2.0人に1人 497.6

2.3人に1人 435.2

4.1人に1人（人口千対）246.7
8.2人に1人121.3

5.9人に1人168.9
5.3人に1人189.3

4.4人に1人225.4
3.3人に1人299.5

2.6人に1人389.0
2.1人に1人485.3

2.5人に1人397.6

0100200300400500 0 100 200 300 400 500

No.070125調 厚生労働省「2022（令和4）年  国民生活基礎調査の概況」をもとに作成

注 ①「有訴者」とは、病気やけがなどで自覚症状のある人（入院者を除く）。
②「総数」には20歳未満および年齢不詳を含む。

20歳代以上のいずれの年代においても有訴者率（人口千対）は女性が男性を上回っている。

調査時期：令和4年

男女・年齢階級別2-B
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制度改正に伴う
認定区分変更

5,330,396

712,425

970,468

952,408952,408

724,287

669,754

608,928

692,126

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

8,000,000

6,000,000

27年4月末

6,077,435

839,110

1,175,7431,175,743

1,062,1021,062,102

792,848

729,956

603,677

873,999

30年4月末

6,437,347

883,828

1,296,6591,296,659

1,126,7411,126,741

855,784

790,783

602,876

880,676

4,689,923

514,758

589,512

737,951

822,691822,691

788,133

661,881

574,997

令和3年4月末

6,842,490

951,409

1,407,8051,407,805

1,167,6401,167,640

908,935

854,924

585,499

966,278

6年4月末

7,101,295

998,636

1,464,3271,464,327

1,194,7731,194,773

930,266

899,184

591,484

1,022,625

7,000,000

7年4月末

7,229,535

1,033,212

1,492,4821,492,482

1,216,4301,216,430

937,833

904,336

579,284

1,065,958

No.070519

単 人

調 厚生労働省「介護保険事業状況報告（暫定）」

令和7年4月末現在の要介護（要支援）認定者数は約723万人で、平成12年の介護保険制度発足時の約3.3倍となっている。

要介護（要支援）認定者数の推移1

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

4,000

3年
4月末

29年
4月末

30年
4月末

31年
4月末

令和2年
4月末

平成28年
4月末

671608 620 646631

3,581
3,387 3,446 3,5283,492

第1号被保険者（65歳以上の人）
65歳以上の要介護（要支援）認定者

657

3,558
3,500

678

3,590

683

3,586

4年
4月末

7年
4月末

697

3,591

5年
4月末

710

3,585

6年
4月末
No.070520

単 万人

調 厚生労働省「介護保険事業状況報告（暫定）」

令和7年4月末現在、65歳以上の要介護（要支援）認定者数は約710万人で、65歳
以上の約5.1人に1人は要介護（要支援）認定者である。

65歳以上の被保険者数および
要介護（要支援）認定者数の推移2

70～74歳65～69歳 80～84歳75～79歳 85歳以上
0

10

20

30

40

50

60

70

2.9
（34.7人に1人）

5.8
（17.2人に1人）

11.5
（8.7人に1人）

26.4
（3.8人に1人）

60.1
（1.7人に1人）

No.070521
単 ％

調 厚生労働省「介護給付費等実態統計（令和7年4月審査分）」、総務省「人口推計（令
和7年4月）」をもとにエフピー教育出版試算

要介護（要支援）の認定を受ける人の割合は、年齢とともに上昇し、85歳以上で
は1.7人に1人が認定を受けている。

調査時期：令和7年4月

年齢階級別要介護（要支援）
認定者の割合3

100 Chapter 6

要介護者等・介護者等の状況
Chapter

1
6



Life plan data book

Chapter　7

■死因････････････････････････････････････････････････････････121
■万一の保障････････････････････････････････････････････122
■葬儀とお墓 ････････････････････････････････････････････125
■相続の状況････････････････････････････････････････････126
■相続に関する意識 ････････････････････････････････129

1

2

3

4

5

万一・相続

10～14歳

1位

2位

3位

4位

5位

15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75歳以上

心疾患 肺　炎

肺　炎

自　殺

自　殺

自　殺

肝疾患

心疾患

自　殺

心疾患悪性新生物

不慮の事故 悪性新生物

悪性新生物

不慮の
事故先天奇形等 脳血管疾患

心疾患

不慮の
事故

脳血管疾患不慮の事故心疾患

自　殺

脳血管
疾患

悪性
新生物

脳血管疾患

肝疾患

不慮の
事故

先天
奇形等

不慮の
事故

肝疾患

老　衰

No.070068

注

調 厚生労働省「令和6年 人口動態統計」

①「先天奇形等」＝先天奇形、変形および染色体異常。
②「心疾患」は高血圧性を除く心疾患。「不慮の事故」には交通事故を含む。

若年層は自殺や不慮の事故が、一方40歳以上になると、悪性新生物（がん）や心疾患、脳血管疾患といった生活習慣病が死因の上位を占めるようになる。また、悪性新生
物（がん）はいずれの年齢層でも上位にあることが注目される。

調査時期：令和6年

年齢階級別にみた死因順位（第５位まで）3

悪性新生物（がん）1分22秒に1人
2分20秒に1人

6分34秒に1人

14分42秒に1人

心疾患

肺炎

8分17秒に1人誤嚥性肺炎

新型コロナウイルス感染症

5分8秒に1人脳血管疾患

2分33秒に1人老衰

17分46秒に1人腎不全

20分35秒に1人アルツハイマー病

11分31秒に1人不慮の事故

No.070065
注
調 厚生労働省「令和6年 人口動態統計」
「心疾患」は高血圧性を除く心疾患。「不慮の事故」には交通事故を含む。

三大生活習慣病の悪性新生物（がん）、心疾患、脳血管疾患による死亡が上位を占
める。

調査時期：令和6年

死因順位第10位までの
平均発生間隔1

悪性新生物
23.9

心疾患
14.1

老衰
12.9不慮の事故 2.8

新型コロナウイルス
感染症 2.2

その他
25.2

死亡総数
1,605,378人
（100.0）

誤嚥性肺炎

アルツハイマー病 1.6
腎不全 1.8

脳血管疾患

6.4

肺炎

5.0
4.0

No.070066

単 ％

注
調 厚生労働省「令和6年 人口動態統計」
「心疾患」は高血圧性を除く心疾患。「不慮の事故」には交通事故を含む。

三大生活習慣病の悪性新生物（がん）、心疾患、脳血管疾患で、全死因の44.4％を
占めている。

調査時期：令和6年

死因順位第10位までの死因別割合2
全　体2-A

悪性新生物
27.1

心疾患
13.6

肺炎
5.7

老衰
7.2

全死因
819,709人男性 その他

26.16.2

誤嚥性肺炎
不慮の事故 新型コロナウイルス感染症

腎不全
間質性肺疾患

0 20 40 60 80 100

悪性新生物
20.7

心疾患
14.6

脳血管疾患
6.6

老衰
18.8

全死因
785,669人女性 その他

23.2
肺炎
4.3

誤嚥性肺炎
不慮の事故 新型コロナウイルス感染症

血管性等の認知症

4.6 3.2 2.5 2.02.0

3.3 2.52.12.02.0

アルツハイマー病

脳血管疾患

No.070067

単 ％

注
調 厚生労働省「令和6年 人口動態統計」
「心疾患」は高血圧性を除く心疾患。「不慮の事故」には交通事故を含む。

三大生活習慣病のうち、悪性新生物（がん）で亡くなる人の割合は男性のほうが高く、心疾患と脳血管疾患で亡くなる人の割合は女性のほうが高くなっている。

調査時期：令和6年

男女別2-B
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60代
26.8

80歳以上 30代 2.9
30歳未満 0.2

40代
15.2

50代
30.0

70代
19.4

5.5

平均
60.7歳

No.160001

単 ％

調 帝国データバンク「2024年全国社長年齢分析」

社長の年齢は、50代が30.0％で最も多く、60代、70代、40代と続いている。一方、
40歳未満は、およそ3％である。

年代構成比1-B
調査時期：2024年

1990年
52

53

54

55

56

57

58

61

2000 10 20 24

60.1

58.4

56.656.6

54.054.0

59

60

60.7

No.070775

単 歳

調 帝国データバンク「全国社長年齢分析」

2024年の社長の平均年齢は60.7歳で、引き続き上昇傾向である。

平均年齢の推移1-A

社長の平均年齢および年代構成1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

自社株

事業用不動産

居住用不動産

事業用資産
（不動産以外）

預貯金

上場株式

1,000万円未満 1,000～3,000万円未満 3,000～5,000万円未満 5,000万～1億円未満 1～3億円未満 3億円以上

32.8 37.5 6.8 10.4 6.8 5.7

9.9 9.9 17.3 19.8 22.2 21.0

21.4 26.2 4.8 21.4 19.0 7.1

3.4 26.5 19.7 29.1 14.5 6.8

24.1 25.5 19.0 16.2 9.3 6.0

22.0 34.1 13.6 14.4 10.6 5.3

中央値
1,000万円

6,000万円

3,000万円

5,000万円

3,000万円

2,000万円

No.070780

単 ％

調 エフピー教育出版「令和7年 企業経営と生命保険に関する調査」

注 ①社長が「自社株」「事業用不動産」「事業用資産（不動産以外）」「居住用不動産」「預貯金」「上場株式」「その他の金融資産」のいずれかの資産を保有している場合、
その金額を尋ねた。
②「その他の金融資産」を除く。

社長の保有資産のうち、事業関係の資産では、自社株の「1,000万円未満」と「1,000〜3,000万円未満」、事業用不動産の「1億〜3億円未満」と「3億円以上」の割合が高
くなっている。

調査時期：令和7年 エフピー教育出版調査 要申請

社長の資産保有状況2

100～
200万円
未満
38.5

6.7

100万円
未満
43.8

300万円
以上
11.1

200～300万円未満

平均
189万円
（100万円）

No.070784

単 ％

調 エフピー教育出版「令和7年 企業経営と生命保険に関する調査」
注（　）は中央値。

報酬月額「100万円未満」が43.8％、次いで「100〜200万円未満」が38.5％となっ
ている。

調査時期：令和7年 エフピー教育出版調査 要申請

社長の報酬月額3

0 20 40 60 80 100

もらっていないもらっている

32.6

30.2

30.6

45.3

67.4

69.8

69.4

54.7

全　体　

11～50人

51～100　

101～300　

No.070789

単 ％

調 エフピー教育出版「令和7年 企業経営と生命保険に関する調査」
注 「わからない」を除く。

全体では「賞与をもらっていない」が7割弱となっている。

調査時期：令和7年 エフピー教育出版調査 要申請

社長の賞与の有無（従業員規模別）4
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全生保

民保

平成21年
0
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県民共済・生協等

24 27 30

88.7

11.5 7.1

30.9

13.421.5

89.290.3 90.5 89.2

79.1 79.976.2 78.4 78.6

9.8

28.4

4.711.8 11.9 8.5

30.0

28.8

28.5 28.4

9.5

89.8

80.3

7.4

31.6

6令和3

No.070885

単 ％

注
調（公財）生命保険文化センター「生命保険に関する全国実態調査」
個人年金保険加入者を含む。

令和6年調査では、全生保、民保、簡保、県民共済・生協等、JAすべてで前回（令和3年）調査を下回っている。

世帯加入率の推移1

69.5

62.9

4.8
0.00

20

40

60

80

100

29歳以下 30～34歳 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74

5.5 7.1 7.8

71.0

82.1 78.0
84.8 82.6 84.1 83.3 81.5 80.1

10.1

0.5

全生保

JA

民保

11.4

23.5 24.9 26.5
34.0 37.3

30.8
36.5 33.3 30.9

県民共済・生協等

簡保
6.4 6.5 8.1 6.0 7.3

7.14.8

80.3
88.3 86.8

92.7 93.4 94.0 91.4 95.2
89.7

6.15.72.52.5 2.8 1.2

No.070886

単 ％

注

調（公財）生命保険文化センター「2024（令和6）年度 生命保険に関する全国実態調査」

①個人年金保険加入者を含む。
②75歳以上を除く。

生命保険の世帯加入率は、40歳代後半〜60歳代で90％を上回っている。

調査時期：令和6年

世帯主年齢階級別にみた世帯加入率（全生保）2

加入保険金額と年間払込保険料の推移（全生保／男女別・生命保険加入者ベース）3

1,261

2,195

平成16年度 19 25 28 令和元 422

2,382

男性

女性

2,043
1,866

801

1,373

647 610
963 980 944

1,882

876

1,793

794

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

注② 7

No.070887

単 万円

注

調（公財）生命保険文化センター「生活保障に関する調査〈速報版〉」

①生命保険に加入している人の、病気やケガにより亡くなった際に支払われる
加入保険金額（普通死亡保険金額。個人年金保険の死亡保障部分、およびグ
ループ保険、財形は除く）の平均。

②令和4年度調査から調査対象が18～79歳（令和元年度までは18～69歳）に
変更となったため、時系列での単純比較はできない。

加入保険金額は近年、男女ともに減少傾向にある。

加入保険金額3-A

女性

19.6

15.4

平成16年度 22 25 28

31.0

20.5

28.6
25.4

19.6 18.5

24.1

18.2

22.8 23.4

17.4 16.8

20.6

16.0

19 4
0

15

20

25

30

35

令和元

男性

注③ 7

No.070888

単 万円

注

調（公財）生命保険文化センター「生活保障に関する調査〈速報版〉」

①個人年金保険加入者を含む。
②一時払保険料、頭金等は除く。
③令和4年度調査から調査対象が18～79歳（令和元年度までは18～69歳）に
変更となったため、時系列での単純比較はできない。

年間払込保険料についても近年、男女ともに減少が続いている。

年間払込保険料3-B
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